　　　　　　　　　金型製造業

　受注は緩やかな景気回復のもと、前年同期よりもかなり改善されているが収益性の十分な改善には至っていない。自動車関連ではエコカー補助金制度の打ち切りによる減産の影響が懸念される。家電向けでは、家電メーカーが海外生産を進めており、影響が懸念されている。また、円高の輸出産業に対する影響から他の産業分野においても今後は受注が減少することが懸念されている。

　業界の概要

　金型とは、金属、プラスチック、ガラスなどの素材を加圧することにより同一形状の工業部品・製品を大量に成形加工するために使用される金属製の型の総称である。金型は、用途別に金属等薄板のプレス用、金属塊や線材等を成型する熱間・冷間の鍛造用、溶融した素材の鋳造用、ダイカスト用、プラスチック用、ゴム用、ガラス用、金属粉末等を成形する粉末冶金用などに大別されるが、プレス用とプラスチック用で生産額全体の70 ％強を占めている（ 経済産業省『平成20 年工業統計表（ 品目編） 』従業者4 人以上） 。

　日本の金型工業は戦後、特に昭和4 0 年代以降の量産組立型産業の発展に伴って成長してきた。現在でも金型の主な需要部門は、自動車を中心とする輸送用機器と電気・電子機器である。

　大阪の地位

　金型生産はユーザーの製品開発と密接に結びついていることから、家電、自動車メーカーなどの大口ユーザーが多数立地してきた大都市圏に集中している。平成20年の大阪府の金型工業は金属用金型・同部分品・附属品製造業及び非金属用金型・同部分品・附属品製造業の分類において事業所数691、従業者数、8,270 人、製造品出荷額等1,316億円である。中でも大手自動車メーカーが立地する愛知県の生産高シェアが高く、大阪府は、愛知県、静岡県に次ぐ全国第3 位の産地である。それぞれ全国の16．4％、8.9％ 、8 .1％ を占めている（平成20年工業統計表「産業細分類別統計表(経済産業局別・都道府県別表)」金属用金型・同部分品・附属品製造業及び非金属用金型・同部分品・附属品製造業の分類において）。　
　種類別では、全国と同様にプラスチック用、プレス用の割合が高く全体の7 割を占めているが、他の主要生産地である愛知県、静岡県、神奈川県に比べると、プレス用の割合がやや低くなっている。
　受注は緩やかな回復傾向

　受注は21年７月以降から緩やかに増加傾向となった。生産数量が対前年同月比で100％を回復したのは22年1月からであり、生産額ではそれから遅れほぼ回復したのは５月からであった（経済産業省生産動態統計調査機械統計機械器具月報金型から（社）日本金型工業会作成）。家電向けの金型は、エコポイントは継続されているものの家電メーカーが海外生産を進めており、金型にもその影響があって厳しい状況が続いている。
　22年７から９月期は対前年比で数量では増加したが受注価格は低調に推移し生産高では微増あるいは横ばいであった。

　一方で材料の鋼材価格などの価格は高止まりと厳しい状況にあり、収益性の改善には至っていない。プラスチック金型では、コスト削減要求が厳しい弱電大手との取引をやめ、多様な業種との取引に転換しているところもある。
　控えられる新規の設備投資と雇用
　設備投資は、ゆるやかな需要回復にあるものの、景気回復の先行き不安や収益性の低迷からなどから控えられている。また、新規採用も控えられ、現場の雇用をいかに維持するかに苦労している。このような状況でも今後の展開に備えて採用を行ったところもある。
　海外取引を積極的に手がけるところも
　海外への進出は人材育成に長期間を必要とすることや、育てた人材の転退職などを懸念して、進出には消極的である。海外との取引は、一部に積極的に取り組むところもある。アジア地域では大手メーカーの進出や経済の活況から金型需要は旺盛であり、地域の金型メーカーとの価格面での競争はあるものの採算面に気をつけながら受注に取り組んでいるところもある。この取組みを行う企業では国内需要は今後減少し、事業の継続と発展のためには海外取引は不可欠であると経営戦略に位置づけている。
　今後の見通し

　年末に向けての見通しは、受注は横ばい、採算は収支とんとんと予想している。自動車向けのプレス金型ではメーカーの製品展開や世界展開の影響により明暗が分れ、生産調整の影響を受けると懸念しているところもあれば、来年初夏頃までの生産計画の提示を受けているところもある。10月に中堅企業が自主廃業するなど、業界としては、今後も企業数が減少していくのではないかとみている。生産拠点の海外移転や海外調達の一層の進展により金型需要が大きく減少するのではないかと業界は危惧している。
（肥山正秀）
